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主 文

１ 第１事件原告・第２事件被告（以下「原告」という。）は，第１事件被告・

第２事件原告（以下「被告」という。）に対し，８億１０２９万４６４３円及

びこれに対する平成２０年５月３１日から支払済みまで年６分の割合による金

員を支払え。

２ 原告は，被告に対し，別紙図書目録記載の図書を引き渡せ。

３ 原告の請求をいずれも棄却する。

４ 訴訟費用は，第１事件，第２事件とも原告の負担とする。

５ この判決は，第１項及び第２項に限り，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 第１事件

被告は，原告に対し，２億６０００万円及びこれに対する平成２０年８月６

日から支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。

２ 第２事件

主文第１項及び第２項同旨

第２ 事案の概要等

１ 事案の概要

(1) 第１事件

第１事件は，被告が所有する都市型立体遊園複合施設「フェスティバルゲ

ート」を構成する別紙物件目録記載の不動産（以下「本件施設」という。）

に係る条件付き一般競争入札（以下「本件入札」という。）において，本件

施設を落札した原告が，落札後，原告の都合によらずに本件施設の売買契約

を締結するに至らなかったと主張して，消費寄託契約に基づく寄託物返還請

求権又は不当利得返還請求権に基づき，入札保証金２億６０００万円の返還

及び同金員に対する返還を催告した日の後の日である平成２０年８月６日か
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ら支払済みまで商事法定利率年６分の割合による遅延損害金の支払を求める

事案である。

(2) 第２事件

第２事件は，被告が，(1)原告の都合によって本件施設の売買契約（以下

「本件売買契約」という。）の締結に至らなかったと主張して，本件売買契

約締結準備のために原告との間で締結した基本協定（以下「本件基本協定」

という。）に基づき，違約金８億１０２９万４６４３円及びこれに対する支

払を催告した日の後の日である平成２０年５月３１日から支払済みまで商事

法定利率年６分の割合による遅延損害金の支払を求めるとともに，(2)使用

貸借契約の終了に基づき，本件施設に関する別紙図書目録記載の図書（以下

「本件図書」という。）の返還を求める事案である。

２ 前提事実（末尾に証拠等の記載のない事実は当事者間に争いがない。）

(1) 当事者

ア 原告は，都市及び地域開発・環境整備に関する調査，研究，企画，設計

管理，再生運営業務等を目的として平成１９年９月１４日に設立された株

式会社である。

イ 被告は普通地方公共団体であり，その所有に係る本件施設の管理を，地

方公営企業法に基づき，公営企業管理者である大阪市交通局長に委任して

いた。

(2) 入札実施要領

被告は，本件施設を条件付き一般競争入札により売却することを決め，平

成１９年１１月２０日，買受希望者を募集するため，「条件付一般競争入札

による市有不動産の売払い実施要領」（以下「本件実施要領」という。）を

公表した。（甲２，乙２）

(3) 落札に至る経緯

ア 原告の取締役であるＡは，Ｂに対し，本件入札に係る本件施設等の資料



3

の閲覧を依頼し，Ｂは，平成１９年１２月１１日，大阪市交通局庁舎内に

おいて，上記資料を閲覧した。

イ 平成２０年２月８日，本件入札が行われ，原告は，事前に入札保証金と

して２億６０００万円（以下「本件保証金」という。）を納付した上，２

６億円（契約金額（売買代金）は，消費税及び地方消費税相当額を含め，

２７億００９８万２１４２円である。）で入札し，落札した。（甲７）

(4) 本件基本協定の締結等

ア 被告は，原告から，本件施設を取得した後の工事計画を検討したいとし

て，本件図書の貸借方の申入れがあったことから，平成２０年２月１９日，

原告との間で，本件図書について期限の定めなき使用貸借契約を締結し，

原告に本件図書を交付した。

イ 原告は，平成２０年２月２１日，被告との間で，本件売買契約を締結す

る準備をするために，本件基本協定を締結し，協定書を交わしたが，そこ

においては，以下の条項が定められていた。（甲１１，乙１）

(ア) 本件売買契約（第２条）

被告及び原告は，大阪市会における平成１９年度補正予算の議決を得

た後，平成２０年３月末をめどに，本件売買契約を締結する。

(イ) 本件基本協定の解除（第５条）

ａ 被告は，大阪市会の議決が得られない場合，本件基本協定を解除し，

本件売買契約を締結しないものとし，原告は被告に対しその賠償を請

求することができない（２項）。

ｂ 被告は，５条２項の規定により本件基本協定を解除したときは，本

件保証金を原告に返還する。ただし，その受入期間について利息を付

さない（３項）。

ｃ 被告は，原告の都合により被告が指定する期限までに本件売買契約

を締結しない場合は，本件基本協定を解除するものとする。（４項）
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ｄ 被告は，５条４項の規定により本件基本協定を解除したときは，本

件保証金を被告に帰属させることができる（５項）。

(ウ) 違約金（第６条）

原告は，５条４項の規定により本件基本協定が解除された場合，売買

代金の３割（１円未満切上げ）に当たる８億１０２９万４６４３円を違

約金（以下「本件違約金」という。）として，被告の指定する期間内に

被告に支払わなければならない（１項）。

ウ 被告は，本件売買契約締結の見込みについて大阪市会に報告し，大阪市

会は，平成２０年３月２８日，平成１９年度補正予算の議決をした。（甲

１８の１及び２）

(5) 本件基本協定の解除

ア 被告は，平成２０年５月９日付け「通知書」により，原告に対し，同月

１４日を最終期限として本件売買契約を締結するか辞退するかを決めるこ

とを求めたが，原告がこれに応じなかったことから，同月１５日付け「通

告書」で，原告に対し，本件基本協定５条４項に基づいて同協定を解除し

た上，同条５項に基づいて本件保証金を被告に帰属させるとの意思表示を

するとともに，同日付け「請求書」で，同月３０日までに本件違約金を支

払うよう請求した。（甲１９，乙１９，２０，２１）

イ これに対し，原告は，平成２０年７月２９日，被告に対し，本件保証金

を１週間以内に返還するよう請求した。

３ 争点及びこれに対する当事者の主張

〔第１事件〕

(1) 本件売買契約が締結されなかったのは原告の都合によるものか（争点

１）

【原告の主張】

ア 本件基本協定５条４項の「原告の都合」とは，「正当な事由がなく」と
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解釈すべきであるところ，本件売買契約の締結に至らなかったのは，原告

の都合によるものでないことは，以下の事実から明らかである。

(ア) 本件入札当時，本件施設に残っていたテナント（２店舗）で営業を

行っていた株式会社Ｅが被告及び本件施設の前所有者である受託銀行を

相手取って提起した損害賠償請求訴訟（以下「本件損害賠償請求訴訟」

という。）が存在していたところ，被告は，同訴訟の存在，内容及び帰

趨がＥによる本件施設の明渡しに影響することを認識しながら，本件実

施要領にあえて記載せず，この事実を隠ぺいしていた。そして，原告が

本件入札前に閲覧した資料の中にも本件損害賠償請求訴訟に関する資料

がなかったことから，原告は，同訴訟の存在を知らずに本件施設の購入

及びその希望金額について意思決定を行った。

原告は，平成２０年２月下旬ころ，被告から，本件損害賠償請求訴訟

の存在を知らされ，同訴訟に関する意見が記載された書面（以下「本件

意見書」という。）の交付を受けたが，本件意見書には「受託銀行はＥ

に対して責任はない」と記載され，被告の担当者も負けることはないな

どと説明していたし，そもそも本件実施要領には記載されていない訴訟

であったため，特に関心を払うことはなかったものである。

(イ) しかし，その後に言い渡された本件損害賠償請求訴訟の判決におい

て，Ｅの受託銀行に対する損害賠償請求が一部認容された。また，本件

意見書によれば，Ｅは，被告から提起されていた上記テナント（２店

舗）の明渡請求訴訟（以下「本件明渡請求訴訟」という。）において，

被告の賃料未払による賃貸借契約解除の主張に対し，本件損害賠償請求

訴訟における損害賠償請求権を自働債権として賃料と相殺する旨主張し

ていることが判明した。この相殺の主張が認められると，賃料未払を理

由とした賃貸借契約の解除は認められなくなるのであるから，本件損害

賠償請求訴訟の存在，内容及び帰趨は，Ｅに対する本件施設の明渡請求
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権の存否に重大な影響を与えるものであった。

このように，原告が本件施設に投資するに当たって，不確定な新事実

が判明したことから，原告は，これらの新事実について出資者に説明し，

判断を受ける必要が生じたため，被告に対し，本件損害賠償請求訴訟に

ついての説明を求めたところ，被告は，自らは勝訴しているので，同訴

訟の判決は原告の事業には関係ないとして，誠意のある説明をしなかっ

た。

(ウ) また，原告と被告との間においては，不動産売買契約書の条項が確

定せず，平成２０年３月３１日までに本件売買契約を締結できる状態で

はなかった。

(エ) 原告は，平成２０年３月２６日，被告に対し，上記(ア)ないし(ウ)

の各事情により，同月３１日までに売買契約を締結することを一時留保

する旨を伝えたところ，被告は，このような事実を秘して大阪市会の議

決を得た上，本件明渡請求訴訟の判決を待つことなく，一方的に同年５

月１４日を最終期限と定め，同期限を経過するや本件基本協定を解除し

た。

イ 本件基本協定５条４項，５項によれば，本件保証金の法的性質は，原告

が自己の都合により被告が指定する期限までに売買契約を締結しなかった

場合を停止条件として金銭の返還請求権を失う消費寄託契約に基づく預入

金であると解されるところ，上記アで主張したとおり，本件売買契約の締

結に至らなかったのは，原告の都合によるものでないから，原告は，被告

に対し，本件保証金について，消費寄託契約に基づく寄託物返還請求権を

有している。仮に，そのように解されないとしても，被告は，本件基本協

定５条４項，５項が適用される場合でないにもかかわらず，本件保証金を

被告に帰属させたものであり，かかる行為は，法律上原因がないにもかか

わらず，原告に返還されるべき本件保証金を取り込んだものであり，不当
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利得に当たるから，原告は，被告に対し，不当利得返還請求権に基づく本

件保証金の返還請求権を有する。

【被告の主張】

ア 本件売買契約が締結されなかったのは，以下に述べるとおり，原告の都

合によるものであり，そのため，被告は，本件基本協定５条４項に基づい

て同協定を解除したものであるから，同条５項により本件保証金は被告に

帰属する。

(ア) 本件損害賠償請求訴訟は，Ｅの入居時の説明義務等に関するもので

あり，その当時関係者ではなかった原告が当事者となる可能性はなく，

また，被告は同訴訟において勝訴している。さらに，被告は，原告に対

して，同訴訟の情報を事前に開示していた。被告は，これらの点を説明

し，原告に対して本件売買契約の締結を強く促したが，原告が応じなか

ったため，やむなく平成２０年５月１５日付けで本件基本協定を解除し

たものである。

なお，原告は，本件入札前に閲覧した資料の中に本件損害賠償請求訴

訟に関する資料はなかったなどと主張するけれども，Ｂが平成１９年１

２月１１日に閲覧した資料の中には，本件意見書も含まれており，被告

は，原告に対し，本件入札前に本件損害賠償請求訴訟に関する情報を開

示しており，また，被告は，原告の申入れに応じて，本件基本協定の締

結前である平成２０年２月１２日に本件意見書を原告に交付した。

(イ) 原告は，契約書の条項が確定していなかったなどと主張するけれど

も，被告は，不動産売買契約書案，区分地上権設定契約書案，交通事業

用施設維持管理協定書案を，その都度原告に示している。原告が指摘す

る多くは，原告が既に本件実施要領に記載していることを蒸し返したに

すぎないものであり，それでも，被告は，可能な範囲で原告の要望を取

り入れて修正を行ってきた。
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(ウ) 原告は，本件入札以前から出資者に十分に説明し得た事項について，

事前の説明を怠ったため，出資者から出資を得られなくなった結果，本

件売買契約を締結しなかったのであり，これは，原告の都合によるもの

にほかならない。

イ 本件保証金は，落札者が売買契約を締結しなかった場合の損害を填補す

る趣旨で被告に納付されるものであり，原則として被告に帰属するもので

ある。そして，本件基本協定５条４項によれば，原告の都合により期限ま

でに売買契約を締結しない場合に，被告が同協定を解除したときは本件保

証金は被告に帰属させることができると定められているところ，同条２項

において，議会の議決が得られなかった場合に本件保証金を返還すると具

体的に定められているから，本件保証金を返還するのは当該場合に限られ，

これ以外で売買契約を締結しない場合は原告の都合によるものというべき

である。仮に，本件基本協定５条４項の解釈が上記のようなものでないと

しても，上記アで主張したとおり，本件売買契約が締結されなかったのは，

原告の都合によるものであり，そのため，被告は同条項に基づいて同協定

を解除したものであるから，同条５項により本件保証金は被告に帰属し，

その利得には法律上の原因が存するというべきである。

(2) 信義則違反の有無（争点２）

【原告の主張】

被告が，原告から本件売買契約につき締結留保の連絡があった事実を大阪

市会に説明していれば，平成２０年３月２８日の同議会の議決は得られなか

ったと考えられる。被告は，この事実を秘して同議会の議決を得ることによ

り，本件基本協定５条２項，３項の適用を免れて，本件保証金の自己への帰

属を主張できる契約上の地位を形式上取得したものにすぎないから，仮に，

原告の都合によって被告の指定する期限までに，本件売買契約を締結しなか

ったとされる場合であったとしても，被告が同条４項，５項に基づいて本件
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保証金が被告に帰属した旨主張することは信義則上許されない。

【被告の主張】

大阪市会と原告との間には何ら法律関係はないから，被告の大阪市会に対

する説明の有無が原告に対する信義則違反となることはない。

〔第２事件〕

(1) 本件違約金の発生の有無（争点３）

【被告の主張】

被告は，上記前提事実(5)アのとおり，本件基本協定を解除して本件違約

金の支払を請求したから，原告は本件違約金の支払義務を負う。

【原告の主張】

上記（〔第１事件〕(1)【原告の主張】）のとおり，原告が本件売買契約

を締結しなかったのは，原告の都合によるものではないから，被告に対して

本件違約金の支払義務を負わない。

(2) 原告は本件図書につき商事留置権を有するか（争点４）

【原告の主張】

被告には商人性が認められ，本件図書は本件売買契約締結の過程において

原告が受領した動産であるから，原告は，本件保証金の返還請求権を担保す

るために商事留置権を主張する。

【被告の主張】

本件保証金の返還請求権は商事債権ではない。仮に商事債権であったとし

ても，原告は本件保証金の返還請求権を有していないから，商事留置権を行

使する前提を欠いている。

第３ 当裁判所の判断

１ 認定事実

上記前提事実に加え，証拠（甲２，７，１１，１２，１４ないし１９，２２，

４３，４４，５１，乙１，２，６，１０ないし１６，１９，２０，２８，２９，
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３２ないし３４，３６ないし３８，４１，４７，４８（枝番があるものは枝番

を含む。），証人Ｂ，証人Ｃ）及び弁論の全趣旨を総合すれば，以下の事実が

認められる。

(1) 本件入札に係る本件実施要領の公表

被告は，平成１９年１１月２０日，競争入札により本件施設の買受希望者

を募集するため，本件実施要領を公表した。そして，その１３項は，「落札

者が，正当な理由なく指定する期限までに契約を締結しないときは，落札の

効力を失い，既納の入札保証金は，本市に帰属しお返しすることはできませ

ん。」と定めていた。

(2) Ｅと被告との間の訴訟

ア 有限会社Ｆは，平成９年７月１７日，被告との土地信託契約によって本

件施設を運用していた受託銀行との間で，Ｇの営業を目的として賃貸借契

約を締結していたところ，平成１２年７月３日，Ｅに対して営業の全部を

譲渡し，Ｅは，さらに，同月１９日，受託銀行との間で，Ｈの営業を目的

として賃貸借契約を締結した。その後，被告は，平成１６年９月３０日，

受託銀行との間で，上記土地信託契約を合意解除したことにより，上記各

賃貸借契約における賃貸人の地位を承継した。

イ 本件実施要領の特記事項１の(3)には，「平成１９年１１月２０日現在，

テナント等が残存している区画についての状況は次のとおりです。」とし

て，残存テナントの状況が記載されていたところ，項目「イ」には，Ｈ

（２階２１２区画）及びＧ（５階５０１区画）について，営業規則違反及

び賃料等の不払を理由として被告から本件明渡請求訴訟を提起している旨

及び買受人に同訴訟の承継を求める旨の記載がされ，末尾に，「なお，こ

の契約または使用承認内容等の閲覧を，大阪市交通局総務部（財産活用）

にて行います。ただし，イについては現在係争中であるため，イの資料を

閲覧するにあたっては，閲覧した資料の内容を本入札以外の用途に使用し
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ないこと及び第三者に漏らさない旨の誓約書（別紙様式８）に記名押印の

うえ，閲覧当日にご持参ください。」と記載されていた。

なお，本件入札当時，Ｅと被告との間で，本件明渡請求訴訟のほかに，

本件損害賠償請求訴訟が係属していたが，本件実施要領にはその旨の記載

はなかった。

ウ 本件損害賠償請求訴訟は，Ｅが，賃貸借契約の際，本件施設は成算の見

込みがなかったのにその旨の告知を怠り，誇大な広告等で詐欺的勧誘をし

たこと，本件施設の開業後においても，過大な警備費の支出を漫然と継続

して，本件施設内の遊戯施設の更新等の営業努力を怠り，本件施設の営業

日や営業時間を短縮したり，空き店舗を放置し，残存店舗の立ち退きを求

めたりするなどの背信的運営を行ったことにより，Ｅ経営の飲食店舗の収

益が上がらず損失を被ったと主張して，被告及び受託銀行に対し，共同不

法行為ないし賃貸借契約上の債務不履行に基づく損害賠償の支払等を請求

するものであった。

また，Ｅは，本件明渡請求訴訟において，被告の賃料支払債務の債務不

履行による賃貸借契約解除の主張に対し，賃料支払義務があるとしても，

本件損害賠償請求訴訟で請求している損害賠償請求権と対当額で相殺する

旨の主張をしていた。

(3) 本件入札に係る本件施設の資料の供覧

ア 被告は，本件入札に先立って，本件施設に関する資料を希望者の閲覧に

供した。

被告が準備した閲覧用の資料は，①青色ファイル（隣接施設であるＩ，

残存テナントであるＪ及びＫに関する資料がへんてつされている。），②

赤色ファイル（表紙に「Ｅ」というラベルが貼られたもの。本件意見書と

Ｅについての賃貸借契約書のみがへんてつされている。），③緑色ファイ

ル（ガス整圧器（ガバナー），ＰＨＳ基地局関係の資料がへんてつされて
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いる。），④エンジニアリングレポート，⑤構造計算書１ないし３，⑥駐

車場構造計算書，⑦ＣＤ－ＲＯＭ３枚（構造計算書１及び２，エンジニア

リングレポートが入っていたもの）であった。

被告は，上記閲覧用資料のうち，Ｅ関係の資料である赤色ファイルの閲

覧については，訴訟が係属中であったことから，閲覧希望者に対し，閲覧

した内容を本件入札以外の用途に使用したり，第三者に漏らさない旨の誓

約書を提出させることとしていた（なお，閲覧に当たり，資料閲覧希望者

全員が誓約書を提出したため，被告は，閲覧期間中，赤色ファイルを他の

ファイルと区別して別途保管しなかった。）。

イ 本件意見書は，本件被告訴訟代理人弁護士名義で作成されたＡ４用紙４

枚からなる書面であり，次のとおり，本件損害賠償請求訴訟及び本件明渡

請求訴訟（以下，併せて「本件各訴訟」という。）に至った経緯，本件各

訴訟におけるＥの主張と被告の反論，訴訟の進行状況が記載されていた。

すなわち，本件明渡請求訴訟については，Ｅは，被告の賃料不払に基づ

く賃貸借契約解除の主張に対し，Ｅの被告に対する損害賠償請求権と賃料

を相殺する旨主張していること，これに対して，被告は，被告がＥに対し

て損害賠償責任を負わないこと，そして，Ｅは別訴で損害賠償を請求して

いるため，Ｅの主張は二重起訴禁止の趣旨に反する旨反論をしていること

が記載されており，また，本件損害賠償請求訴訟については，Ｅの，被告

が受託銀行のＥに対する責任を引き継いでいるとの主張に対し，被告は，

「受託銀行はＥに対して責任はないし，仮にあったとしても，当局は，そ

の責任を引き継ぐ約束をしたことはない」と反論をしていることが記載さ

れていた。

ウ Ｂは，Ａの依頼を受けて，本件施設に関する資料を閲覧をするに当たり，

Ａから，本件実施要領に係争中であることが記載されている裁判関係の資

料があれば，これを閲覧するよう指示されていたところ，平成１９年１２
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月７日，資料閲覧の予約の電話をした際，応対した被告総務部担当係長Ｃ

は，Ｂに対し，Ｅの資料を閲覧する際には本件実施要領にある誓約書の提

出が必要となることを説明した。

そこで，Ｂは，同月１１日，大阪市交通局庁舎内において，誓約書を提

出した上で，Ｃ立会いの下，本件施設に関する資料を閲覧した。なお，そ

の閲覧に当たってはメモを採ることが認められており，また，被告は，平

成２０年２月１２日の第２回契約協議会の際に，原告に対し，本件意見書

を交付している。

エ なお，原告は，希望者の閲覧に供された本件施設に関する資料の中には，

本件意見書は含まれていなかった旨主張するけれども，証人Ｃ及び証人Ｄ

は，いずれも本件意見書は入札の際に閲覧させる資料として用意したもの

である旨証言している上，本件意見書には「仮にフェスティバルゲートが

売却された場合，損害賠償請求事件は引き続き，当局において継続し，明

渡請求事件については，新所有者に引き継がれる予定である。」とする入

札参加希望者に対するものと考えられる記載があり，被告は，Ｅ関係の資

料の閲覧に当たって，閲覧希望者に対し，誓約書の提出を要求していたこ

とからすれば，被告が準備した閲覧用上記資料の中には本件意見書が含ま

れていたものと認められる。原告の上記主張は，採用できない。

また，Ａは，平成２０年２月１２日の時点において本件意見書の写しを

受け取った事実はなく，本件意見書を受け取ったのは同月下旬である旨陳

述（甲４４）しているが，証人尋問においては，意見書を受け取った時期

についてあいまいな供述をしている上，かえって，証拠（乙１０，１１，

証人Ｃ）によれば，証人Ｃは，同月１２日に本件意見書を原告に渡した旨

証言しており，同日に行われた第２回契約協議会の議事要旨においても，

配付資料として本件意見書を交付したことが記載されていること，下記

(5)アで認定するとおり，同月１５日の第３回契約協議会において，本件
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各訴訟の進捗状況について話題に上っており，原告が本件損害賠償請求訴

訟について全く知らなかったとは到底考え難いことからすると，本件意見

書が交付されたのは同月１２日であると認められる。

(4) 原告の本件施設の落札

原告は，平成２０年２月８日，本件入札において，本件保証金を納付した

上，本件施設を２６億円（契約金額（売買代金）は，消費税及び地方消費税

相当額を含め，２７億００９８万２１４２円である。）で入札し，これを落

札した。

(5) 原告の本件施設の落札後における経過

ア 原告は，平成２０年２月１５日の第３回契約協議会において，被告に対

し，Ｅとの裁判の進捗状況について尋ねたところ，被告は，本件損害賠償

請求訴訟は，同月２８日に判決言渡し予定であるが，勝訴見込みであるこ

と，本件明渡請求訴訟は，見通しが立っておらず，今年度中には結審しな

い旨説明し，これに対し，原告は，同日の裁判を傍聴する旨述べた。また，

被告は，同協議会において，原告に対し，Ｅの賃貸借契約締結から本件各

訴訟の提起に至るまでの経緯，訴訟の進行状況等が時系列で記載されてい

る「テナント等に関する詳細説明」と題する書面を交付した。

イ 被告は，平成２０年２月１９日の第４回契約協議会において，原告に対

して，本件施設の不動産売買契約書案を提示し，同月２１日，原告と被告

は，本件施設の売買契約を締結する準備をするため，上記前提事実(4)イ

のとおりの本件基本協定を締結した。

なお，被告は，同月２２日の第５回契約協議会において，原告に対し，

本件損害賠償請求訴訟の判決言渡日が同月２８日から同年３月１８日に変

更された旨を伝えた。

ウ 被告は，平成２０年３月７日の第７回契約協議会において，原告に対し，

それまでの協議の結果を反映させて修正を加えた不動産売買契約書の最終
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案を提示した。

エ 大阪地方裁判所は，平成２０年３月１８日，本件損害賠償請求訴訟につ

いて，Ｅの被告に対する請求を棄却し，受託銀行に対し，受託銀行おいて

賃貸借契約締結の際に説明・告知義務違反があり，背信的運営を行ったな

どとして１億４３０３万３６６７円及びこれに対する遅延損害金の支払を

命ずる判決をした。

そこで，原告は，同月１９日の第８回契約協議会において，被告に対し，

本件損害賠償請求訴訟において受託銀行が敗訴したが，受託銀行の責任に

ついて被告が責任を問われることはないのかと質問したところ，被告は，

受託銀行の敗訴の理由は，告知義務違反等によるものであり，被告に一切

の責任はない旨回答した。また，原告は，Ｅの現実の占有は今後も続き，

裁判も長引くのではないかとか，場合によっては出資者を変更することも

考えなければならないとか発言したが，これに対し，被告は，出資者が変

わることは構わない旨述べた。

(6) 本件基本協定の解除等

ア 被告は，平成２０年３月２４日付けの書面により，原告に対し，本件売

買契約の締結期限を同月３１日と定める旨を通知し，同月２５日の第９回

契約協議会において，原告の要望に従って修正した不動産売買契約書の修

正案を提示した。

イ 原告は，平成２０年３月２６日，被告に対し，同月３１日までに本件施

設の売買契約を締結することについて一時留保する旨の書面を送付した。

同書面には，留保する理由として，被告は，本件損害賠償請求訴訟につい

て，被告及び受託銀行の勝訴が見込まれ，原告の本件施設の使用収益につ

いてＥの存在は障害にならない旨説明していたが，判決によると，被告の

前賃貸人である受託銀行の不法行為責任が認定されており，この賃貸人の

地位を被告が承継していることからすると，同判決は，本件明渡請求訴訟
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に良い影響を及ぼさないことが明らかであり，その内容も，本件実施要領

及び被告が原告に対して事前に開示していた見込みとは著しく異なること，

これらの現状では出資者に本件事業のリスク説明を尽くすことができない

ことが記載されていた。

これに対し，被告は，平成２０年３月２７日付けの「ご連絡」により，

原告に対し，Ｅとの関係については入札に当たって十分な説明をしたこと，

被告が訴訟の結果について断定的な判断を述べたことはないこと，本件損

害賠償請求訴訟については被告の責任で処理しようと考えていること，し

たがって，これらのことは，本件売買契約の締結を留保する理由とならな

いことを指摘した上，本件基本協定に従って指定期日までに売買契約を締

結するように求めた。

なお，被告は，本件売買契約の締結の見込みを大阪市会に報告しており，

同議会は，平成２０年３月２８日，平成１９年度補正予算案の議決をした。

ウ 被告は，平成２０年４月４日付け「催告書」により，原告に対し，本件

売買契約を締結するか否かについて５日以内に回答するように求めるとと

もに，契約締結に応じない場合には，本件基本協定を解除し，同協定に基

づいて本件保証金を被告に帰属させ，本件違約金の請求を行う旨通知した。

これに対し，原告は，被告に対し，平成２０年４月９日付け「ご連絡」

により，本件売買契約の締結を留保した主な理由は，本件損害賠償請求訴

訟の判決について不安と懸念を抱いていることであること，不安を抱いて

いる出資者に詳細説明を行い，当月中の契約締結を目指すが，契約締結に

至らなければ正式に辞退表明する旨回答した。

エ 被告は，平成２０年５月９日付け「通知書」により，原告に対し，同月

１４日を最終期限として契約を締結するか辞退するかを決めるように求め

たが，原告がこれに応じなかったため，同月１５日付け「通告書」により，

原告に対し，本件基本協定５条４項に基づいて本件基本協定を解除し，同
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条５項に基づいて本件保証金を被告に帰属させるとの意思表示をするとと

もに，同日付け「請求書」により，同月３０日までに本件違約金を支払う

よう請求した。

オ 原告は，平成２０年７月２８日付け「通知書」により，被告に対し，本

件保証金を１週間以内に返還するよう求めた。なお，同通知書には，原告

が本件売買契約の締結を留保したのは，本件各訴訟におけるＥの相殺の主

張について本件実施要領に記載がなかったためであるなどと記載されてい

た。

(7) 本件明渡請求訴訟の帰結

大阪地方裁判所は，平成２０年８月２８日，本件明渡請求訴訟につき，被

告のＥに対する本件施設の一部の明渡し及び賃料等の請求を認容する判決を

した。

２ 第１事件について

(1) 争点１（本件売買契約が締結されなかったのは原告の都合によるもの

か。）について

ア(ア) 上記１で認定した事実によれば，被告は，本件入札に先立ち，本件

意見書を含む本件施設に関する資料を落札希望者の閲覧に供しており，

原告も，平成１９年１２月１１日，本件施設に関するその他の資料とと

もに，本件各訴訟に至った経緯，そこにおけるＥの主張と被告の反論，

訴訟の進行状況等の事情が記載された本件意見書を閲覧したことが認め

られ，したがって，原告は，本件入札前に，本件各訴訟の存在や本件明

渡請求訴訟におけるＥの相殺の主張等を知っていたか又は容易に知り得

たというべきである。

この点，証人Ｂは，上記資料を閲覧した際，表紙にＥと記載された赤

いファイルはなく，被告がＥに対して訴訟を提起するまでのいきさつが

記載された資料が，設備に関する資料と一緒のファイルにとじられてい
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たなどと証言しているけれども，上記認定事実(3)アに加え，証人Ｃが，

Ｂは，資料を閲覧した際，赤いファイルを手に取り，内容を見ていた旨

証言していることなどに照らし，Ｂの上記証言は，直ちに信用すること

はできない。

(イ) また，原告は，上記認定事実(3)ウのとおり，本件基本協定を締結

する前である平成２０年２月１２日，被告から本件意見書の交付を受け

ているから，遅くともその時点において，本件各訴訟の存在や本件明渡

請求訴訟におけるＥの相殺の主張等を認識し，又は認識し得たことは明

らかである。

この点について，原告は，本件意見書には，「受託銀行はＥに対して

責任はない」との記載がある上，被告担当者も負けることはないなどと

説明しているし，本件損害賠償請求訴訟は，そもそも本件実施要領に記

載のない訴訟であったため，特に関心を払わなかったなどと主張するが，

上記認定事実(3)イから明らかなように，原告が指摘する本件意見書の

上記記載は，訴訟における被告の主張として記載されているものであっ

て，訴訟の結果に対する見込みではないし，また，Ｅの相殺の主張にし

ても，本件実施要領に記載された本件明渡請求訴訟におけるＥの主張と

して本件意見書に記載されているのであるから，本件明渡請求訴訟に関

する記載内容を読めば，当然に気付いてしかるべきであることからすれ

ば，原告の上記主張は認められず，仮に，本件意見書の交付を受けた後

も，原告が本件損害賠償請求訴訟の存在等に関心を払わなかったとして

も，そのことについて，被告に責任があるということはできない。

(ウ) したがって，原告が主張する本件損害賠償請求訴訟の存在や相殺に

関するＥの主張等は，原告において本件入札前及び本件基本協定の締結

前に十分に検討することができた事柄であるから，本件損害賠償請求訴

訟について，Ｅの受託銀行に対する損害賠償請求を一部認容する判決が
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なされたからといって，本件売買契約の締結を留保することに正当な理

由があるとは認められず，原告が被告の定めた期限までに売買契約を締

結しなかったのは，専ら原告の都合によるものであるというべきである。

イ(ア) また，原告は，本件損害賠償請求訴訟は，その存在，内容及び帰趨

がＥの本件施設明渡しに重大な影響を及ぼすのであるから，本件実施要

領に記載すべきであった旨主張する。

しかしながら，上記認定事実(2)ウのとおり，本件損害賠償請求訴訟

において争われているのは，賃貸人の不法行為又は債務不履行に基づく

損害賠償責任であるから，本件施設を買い受けた者が当然に同訴訟の当

事者となるものではなく，同訴訟は買受人には直接関係のない訴訟であ

る。

確かに，本件明渡請求訴訟における被告の賃料未払による賃貸借契約

解除の主張に対し，Ｅが本件損害賠償請求訴訟における損害賠償請求権

を自働債権として賃料と対当額で相殺するとの主張していることが，本

件施設の買受人にとって全く無関係であるとはいえないにしても，係争

中の訴訟における相手方の主張についてまで，誰でも閲覧できる本件実

施要領に記載しないことはやむを得ないものであり，本件実施要領にお

いて係争中であることを記載した上，相手方の主張等の詳細については，

誓約書の提出を求めた上で本件意見書を閲覧に供しているのであるから，

これをもって足りるというべきである。

なお，原告は，Ｅによる損害賠償請求の根拠は，賃貸人による背信的

運営方法であって，これが認められれば，本件明渡請求訴訟において被

告が主張しているＥの営業管理規則違反を理由とした賃貸借契約解除の

主張は認められない可能性が高いし，本件損害賠償請求訴訟は，Ｅの明

渡しに事実上の影響を与える可能性もあるなどと主張するけれども，そ

うであるとしても，上記判断を覆すものではない。
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(イ) また，原告は，仮に本件意見書が閲覧資料の中にあったとしても，

少なくとも，被告は，入札参加希望者が資料を閲覧するに際し，本件実

施要領に記載のない本件損害賠償請求訴訟に関する意見書があるので注

意して閲覧するよう説明すべきであった旨主張する。

しかしながら，原告を含め，数億円ないし数十億円もの極めて高額な

物件を買い受けようとする入札参加希望者にとって，本件施設の占有者

がいかなる占有権原に基づいて占有しているのか，速やかに本件施設の

明渡しを受けられるのかなどといった事柄は最大の関心事であるから，

被告から読むべき資料について説明を受けるまでもなく，そうした点に

ついて詳細を自ら調査することは当然のことである。そして，上記認定

事実(3)アのとおり，本件意見書は，表紙に「Ｅ」というラベルが張ら

れた赤色ファイルにとじられていた上，そのファイルにとじられていた

のは，本件意見書とＥについての賃貸借契約書だけであったのであるか

ら，本件意見書が膨大な資料の中に紛れていたなどというような事情は

なかったし，また，本件意見書には，本件実施要領に記載された本件明

渡請求訴訟に加え，本件損害賠償請求訴訟に関することが記載されてい

たのであるから，本件明渡請求訴訟に関する資料を見れば，本件損害賠

償請求訴訟の情報を得ることができる状態であったといえ，被告は，本

件各訴訟について十分な情報提供をしていたものと認められ，これを超

えて，原告を含む入札参加希望者に対し，閲覧すべき資料につき，殊更

注意喚起をすべき義務を負うことはない。

ウ さらに，原告は，本件売買契約の締結に当たっては，本件損害賠償請求

訴訟の問題のほか，①地下鉄の駅と連絡するエレベーター及びエスカレー

ターに関する権利関係について最終的な合意に達していなかったこと，②

被告は，ポスターの掲示について事前に被告の許可を求めることや大阪市

交通局のライバル会社のポスター・看板等の掲示は一切許可しないという
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本件実施要領にない新たな条件を提示したこと，③土壌汚染，アスベスト，

耐震性等本件施設の安全を確保する上で必要不可欠な情報提供の依頼に対

し，被告が不誠実な対応をしたことなどの問題があった旨主張する。

しかしながら，上記認定事実(6)イ，ウ及びオで認定したとおり，原告

は，本件訴訟に至るまで，本件売買契約の締結を留保する理由としては，

本件損害賠償請求訴訟の存在及び相殺に関するＥの主張を知らされていな

かったことのみを挙げていたにとどまっていたことからすれば，原告が主

張する上記①ないし③の事情をもって，原告が売買契約を締結できなかっ

た理由であるとは認められない。

かえって，証拠（甲１，２，１１，３１，乙１，２，６の４，乙３８の

１及び２，証人Ｃ）によれば，①については，本件実施要領及び本件基本

協定には，地下鉄の駅と連絡するエレベーター及びエスカレーターの所有

権は被告に帰属し，被告がこれらに区分地上権を設定することが明記され

ていること，それにもかかわらず，原告の強い要望によって，被告は，平

成２０年３月２５日，これらについても原告が所有する内容の不動産売買

契約書案を原告に提示したこと，③については，本件実施要領には，現状

では土壌汚染は確認されておらず，土壌汚染対策法に規定する土壌汚染状

況に関する調査は実施していないこと，建物状況調査に関する資料（エン

ジニアリング・レポート）によれば，飛散性の吹付材は確認されておらず，

耐震安全性は良好であるとの報告がされていることが記載されており，上

記エンジニアリング・レポートは，本件入札前に閲覧に供されていること

が認められる。そして，②についても，証拠（乙３５の１，乙４７，証人

Ａ）によれば，被告が，ポスターの掲示について許可を取得するよう述べ

たのは，飽くまで被告が区分地上権を設定する場所についてのことであっ

て，原告から要望のあったエレベーターやエスカレーターの手すり部分に

ついては，被告担当者は，原告に対し，問題はない旨返答したことが認め
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られるのであって，原告が本件において指摘する上記①ないし③について，

被告の対応に問題があったとは認められない。

また，原告は，本件売買契約に関する売買契約書の条項が確定せず，平

成２０年３月３１日までに本契約を締結できる状態ではなかったなどとも

主張しているが，このことをもって本件売買契約の締結を留保した理由で

あったとは認められないし，上記認定事実(5)イ，ウ及び(6)アで認定した

とおり，被告が原告との協議に基づき，上記売買契約書の条項に修正を加

えるなどして，原告に提示していたことからすれば，原告の主張は理由が

ない。

エ なお，原告は，被告は再入札により本件施設を他者に売却したところ，

本件施設の登記は平成２２年１月１２日時点においても新買受人に移転さ

れておらず，被告は，移転登記をした際に得られると考えられる巨額の税

収を不意にしてまで新買受人に移転登記をしないという利便を図っており，

このような事情に照らしても，被告が本件明渡請求訴訟の判決の前である

平成２０年５月１５日に慌てて本件基本協定を解除したことに合理的な理

由を見いだすことはできないなどと主張する。

しかしながら，本件基本協定５条４項によれば，被告は，原告の都合に

よって被告が指定する期限までに本件売買契約を締結しない場合には同協

定を解除することとされており，また，原告が自己の都合によって被告が

指定する期限までに同契約を締結しなかったことは，既に上記アで認定説

示したとおりであって，そもそも被告には本件明渡請求訴訟の判決言渡し

まで同契約の締結を待たなければならない理由はなく，原告の主張は採用

できない。

その他，原告は，本件売買契約を期限までに締結できなかった事情につ

いて，るる主張するけれども，いずれも理由がなく，上記認定を覆すに足

りない。
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(2) 争点２（信義則違反の有無）について

原告は，被告が原告から本件売買契約につき締結留保の連絡があった事実

を秘して大阪市会の議決を得たものであるから，原告に対し，本件基本協定

５条４項，５項に基づいて本件保証金が被告に帰属した旨主張することは信

義則上許されない旨主張するけれども，原告から本件売買契約の締結を留保

する旨の連絡があった事実を明らかにしていれば，大阪市会の議決が得られ

なかったという関係にはないし，そもそも本件実施要領が公表された段階か

ら，平成１９年度補正予算の議決を得て平成２０年３月末までに売買代金の

支払を済ませることが予定されており（甲２，乙２），このことは原，被告

間で締結された本件基本協定でも同様であって，被告が本件保証金を自己に

帰属させるために殊更上記連絡を秘匿して，議決を得ることを急いだという

事実もうかがえないから，本件において，被告が大阪市会の議決を得たこと

が原告との間で信義則違反となるような事情は認められず，原告の主張は採

用できない。

(3) 以上のとおり，本件売買契約は，原告の都合により，被告の指定する期

限までに締結することができなかったのであるから，本件保証金は，本件基

本協定５条４項，５項に基づいて被告に帰属するものと認められる。

そうすると，本件保証金の納付が消費寄託契約によるものかどうかについ

て検討するまでもなく，原告による消費寄託契約又は不当利得返還請求権に

基づく本件保証金の返還請求はいずれも認められない。

３ 第２事件について

(1) 争点３（本件違約金の発生の有無）について

上記前提事実(4)イ(ウ)によれば，本件基本協定６条１項は，原告は，同

協定５条４項の規定により本件基本協定が解除された場合，売買代金の３割

（１円未満切上げ）に当たる８億１０２９万４６４３円を違約金として，被

告の指定する期間内に被告に支払わなければならないと定めているところ，
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上記２で認定説示したとおり，本件基本協定５条４項に基づく同協定の解除

は有効であり，そして，被告は，上記１(6)エのとおり，平成２０年５月１

５日付け「通告書」により，原告に対し，同月３０日までに本件違約金を支

払うよう請求したものであるから，原告は，本件基本協定６条１項に基づき，

被告に対し，本件違約金８億１０２９万４６４３円を支払う義務を負うもの

というべきである。

(2) 争点４（原告は本件図書につき商事留置権を有するか）について

ア 被告が，原告から，本件施設を取得した後の工事計画を検討したいとし

て，本件図書の貸借方の申入れがあったことから，平成２０年２月１９日，

原告との間で，本件図書について期限の定めなき使用貸借契約を締結し，

原告に本件図書を交付したことは，上記前提事実(4)アのとおりであり，

原告が使用貸借契約の目的に従った使用収益を終了していることは当事者

間に争いがないところ，上記２で認定説示したとおり，原告は被告に対し

て本件保証金の返還請求権を有しないから，原告は，本件図書について商

事留置権を有せず，原告の主張は，前提を欠くものであって失当である。

イ したがって，被告は，原告に対し，本件図書の返還を求めることができ

る。

第４ 結論

以上のとおりであって，被告の請求は，いずれも理由があるからこれを認容

し，原告の請求は理由がないから，これを棄却することとして，主文のとおり

判決する。

大阪地方裁判所第２３民事部

裁判長裁判官 河 合 裕 行
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裁判官 後 藤 誠

裁判官 塚 田 有 紀


